
受給者区分 
受給者数（延べ） 

支給額 
全部支給者（人） 一部支給者（人） 

母 7,243 4,656 464,460,880 円 

父 194 304 16,418,500 円 

養育者 42 52 3,400,740 円 

合計 7,479 5,012 484,280,120 円 
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事業：ひとり親家庭福祉推進事業                   

 ひとり親家庭の自立を促進することを目的に次の事業を実施した。 

  (1) 児童扶養手当支給事業 

   児童扶養手当法に基づき、離婚、死別、遺棄等により父若しくは母と生計を同じくしていない児童（18 歳に

達する日以後の最初の3月31日までの児童又は又は政令で定める程度の障がいがある場合は20歳未満の児童）

が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与することにより児童の健全な育成を図ることを目的として

支給した。 

 

  (2) 母子生活支援施設入所事業 

   夫の暴力等で保護が必要な母及び児童を当該施設に入所させることで、保護するとともに当該母子の自立促

進を図った。 

 

  (3) 母子自立支援事業 

   母子自立支援員による各種相談業務や自立支援プログラム策定員による就労支援を実施した。 

また、母子家庭の母が就労に有利な資格取得を支援するため給付金の支給を行った。 

 

(4) 母子家庭等日常生活支援事業 

母子家庭等の自立を促進するため、一時的に生活援助が必要な場合や日常生活を営むのに支障が生じている

場合にホームヘルパー３級以上の資格を有する家庭生活支援員を派遣することにより母子家庭等の生活の安定

を図った。 

 

細事業：児童扶養手当支給事業                    

１．児童扶養手当支給事業 

 離婚、遺棄等によるひとり親家庭等世帯について、18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの児童（政令で

定める程度の障がいがある場合は 20 歳未満）をその母若しくは父又は養育者が監護しているとき、生活の安定と自

立の促進に寄与することにより児童の健全な育成を図ることを目的とし、その母若しくは父又は養育者に児童扶養

手当を支給した。 

 

 平成 24 年度の手当の支給状況は次の表のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受給者区分 
受給者数（延べ） 

支給額 
全部支給者（人） 一部支給者（人） 

母 7,243 4,656 464,460,880 円 

父 194 304 16,418,500 円 

養育者 42 52 3,400,740 円 

合計 7,479 5,012 484,280,120 円 


